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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

日銀は７月２８日の金融政策決定会合で、長期金利の上

限について０．５％程度をめどとし、市場の動向次第では

１％まで上昇することを容認することを決定した。植田日

銀総裁は会見で「１％まで上昇することは想定していない

が、念のための上限として１％とした」と述べた。これに

先立つ７月２６日、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は政

策金利のフェデラル・ファンド（ＦＦ）金利を０．２５％

引き上げ５．２５～５．５０％とすることを決定しており、

日米の金利差からドル買い円売り（円安）が一段と加速す

る懸念がある。 

 

 

 

 

内閣府は中長期の経済財政試算で２０２５年度の国・地

方の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は成長率が

徐々に高まる状況下でも１．３兆円の赤字に陥ると公表し

た。試算では、日本経済の実質成長率がゼロ％半ばの「ベ

ースライン」と、２％程度に高まる「成長率実現」の２ケ

ースで試算しているが、ベースラインのケースでは２０２

５年度に１．３兆円の赤字となり、２０３２年度まで赤字

が続くと試算している。なお、２つのケースには少子化対

策の財源などは織り込まれてはいない。 

 

 

 

 

厚生労働省の中央最低賃金審議会小委員会は最低賃金

（時給）を全国加重平均で４．３％（４１円）引き上げる

１００２円とする目安をまとめた。昨年の３．３％（３１

円）を上回る過去最大の引き上げ額となるとともに、時給

額が１０００円を初めて突破したことになる。この目安は

４７都道府県を経済情勢に応じてＡからＣまでのランクご

とに明示し、今回、時給額はランクに応じた都道府県別に

４１～３９円の引き上げが明示された。これを基に各都道

府県が実際の引き上げ額を決定し、秋に改訂される。 

 

 

 

 

世界気象機関（ＷＭＯ）は世界が命に危険が及ぶ熱波や

豪雨の猛威に晒されている事態に対し、「地球温暖化の影響

で異常気象の頻度は増しており、〝新たな日常〟になりつ

つある」との声明を発表するとともに、強く警鐘を鳴らし

た。また、これを受けてグテレス国連事務総長は「地球温

暖化の時代は終わり、地球沸騰化の時代が来た」との警告

を発するとともに、各国や企業に対し、温暖化対策を加速

するよう強く訴えている。 

 

 

 

総務省は住民基本台帳に基づく人口動態調査で今年１月

１日時点での外国人を含む総人口は前年比約５１万１千人

減の１億２５４１万６８７７人だったと発表した。日本人

に限定すると約８０万１千人の減少の１億２２４２万３０

３８人となり、減少は総人口調査を開始した１９６８年以

降で最大を更新した。また、４７都道府県の全てで前年か

ら減少していた。出生数は過去最少の約７７万２千人だっ

たのに対し、死亡数は約１５６万５千人となり、出生数を

大きく上回った。 

 

 

 

 

厚労省の調査によると、２０２２年の日本人の平均寿命

は女性が８７．０９歳、男性が８１．０５歳だったことが

分かった。前年と比べると、女性がマイナス０．４９歳、

男性がマイナス０．４２歳となり、男女ともに２年連続で

短くなっている。同省は男女ともに平均寿命が短くなった

ことについて「新型コロナウイルスの影響が大きかった」

と分析したうえで、「今後も下がり続けるとは考えていな

い」として、平均寿命は一時的で今後は従前のように延び

るものとみている。 

 

 

 

 

日本郵便の調査によると、１ヵ月当たりの投函数が３０

通以下の郵便ポストは全国で約２５％を占めていることが

明かになった。ポストから郵便物を集める担当者に１カ月

当たりの平均的な投函数を聞き取ったもので、ほぼ利用さ

れていない「０～１通」が３．９％、週に１通程度の「２

～９通」が７．０％、数日に１通の「１０～１９通」が７．

４％、毎日１通程度の「２０～３０通」が６．９％だった。

円だった。日本郵便は過疎地も含めポストからの郵便物の

収集を行っており、維持コストが課題となっている。 

 

 

 

 

厚生労働省の研究班の推計によると、全国の認知症の患

者数は２０２５年に約７３０万人になることが明かになっ

た。６５歳以上の２０．６％に当たり、５人に１人が認知

症になることになる。今国会で成立した「認知症基本法」

では「認知症に関する専門的・学術的・総合的な研究を推

進する」を掲げ、「認知症対策は日本の新たな国家プロジェ

クト」として取り組んでいくことを示している。日本の製

薬メーカー「エーザイ」が米企業と共同開発した「レカネ

マブ」が日本でも早期承認されることが期待される。 

日本人人口、１９６８年以来最大の減少に 日銀、長期金利の上限を０．５％程度に 

日本人の平均寿命、２年連続で縮む 

最低賃金、全国平均１００２円に引き上げ 

 

２０２５年度財政収支、１．３兆円の赤字 

郵便ポスト投函、１か月３０通以下が２５％ 

１ヵ月投函、３０通以下が 

認知症患者、２年後には７３０万人に 

WMO、異常気象は「新たな日常に」 


